
秘密保持約款 

国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構（以下「機構」という。）が実施する『船外実験プラット

フォーム中型曝露実験アダプタ（i-SEEP）/船外小型ペイロード支援装置(SPySE)利用実験機会の提供プ

ログラム』（以下、「本プログラム」という。）のために機構が相手方に開示する情報の取扱いについ

て、次のとおり約款を定める。

（適用範囲） 

第１条　　本約款は機構から相手方に開示する本プログラムに関する情報のうち、秘密に属するものの取

　扱いについて適用する。

（定義） 
第２条 本約款において、用語の定義は、それぞれ次の各号に定めるところによる。 

（１）「秘密」とは、機構が当該情報の取扱い条件を明示したもののうち、「一般情報」及び「限定なし」

以外の情報をいう。 

（２）「情報」とは、あらゆる情報であって、文書、図面及び電磁的記録、口頭など有形・無形を問わな

い。 

（一般義務） 

第３条  相手方は、機構から開示された秘密について、本プログラムの準備のみならず、本プログラム

の終了後においても、本約款に定めるところにより秘密の保全に万全を期し、これを第三者に開示して

はならない。ただし、次の各号のいずれかに該当するものについてはこの限りではない。 

（１）機構から知得する以前に、既に公知であるもの。

（２）機構から知得した後に、自らの責によらず公知となったもの。

（３）機構から知得する以前に、既に自ら所有していたもので、かかる事実が立証できるもの。

（４）正当な権限を有する第三者から秘密保持の義務を伴わずに知得したもの。

（５）機構から知得した情報に依存することなく独自に得た資料･情報で、かかる事実が立証できるもの。

（６）機構から公開又は開示に係る書面による同意が得られたもの。

（７）裁判所命令若しくは法律によって開示を要求されたもの。この場合、かかる要求があったことを

機構に直ちに通知する。 

２ 相手方は、その目的に照らして必要最低限の役員及び従業者等の関係者に限り、相手方の定める管理

責任者の監督の下で秘密を使用するものとする。 

３ 相手方は、本プログラムのためにのみ秘密を使用するものとする。 

（複製） 

第４条 相手方は、プログラムに必要な場合を除き、機構が開示した秘密の複製又は写真撮影等他の媒

　体への記録をしてはならない。 

（本プログラム終了後の秘密の取り扱い） 

第５条 相手方は、機構から開示された秘密の使用目的が終了したとき、又は本プログラムが終了したと

　きは、速やかに秘密の情報を機構に返還又は廃棄しなければならない。 

２ 秘密の情報の返還又は廃棄後も第３条、第４条、第７条、第８条、第９条及び第１０条は効力を有す

るものとする。 

（秘密管理） 

第６条 相手方は、第３条から前条に定める措置を確実に履行し、相手方の事業所等関係箇所における秘

密の保全を確保するため、秘密保全に関する管理責任者を定め、機構にその氏名を通知するとともに、

適切に秘密の保全管理を行わなければならない。 

（違反時の措置） 

第７条 機構は、相手方が本約款に定める義務に違反したと認められる場合には、違反の是正を求める

ことができる。この場合において、相手方は速やかに是正のため措置をとらなければならない。

２ 相手方による本約款の義務違反が、本プログラムの後、の契約において判明したときは、機構は、前項
　に定める是正措置の要求に加えて、本約款の義務違反として、選定結果の取消し、又は契約の一部若し
　くは全部を解除することができる。解除後の措置については、当該契約に定めるところに従う。



 （漏洩時の措置） 

第８条 機構は、相手方が本約款に定める義務に違反して秘密情報の漏洩等をし、又はするおそれが生じ

た場合、相手方に対し、被害の拡大防止及び被害回復のために必要と判断する措置を講じるよう請求す

ることができる。 

（損害賠償） 

第９条　前条の漏洩等が、相手方による本約款の義務違反のために生じたものであるときは、相手

　方は損害賠償の責を負う。 

（協議事項） 

第１０条  本約款に定めのない事項及び疑義が生じた場合には、機構と相手方の協議により、解決する

　ものとする。




